
施策目標（テーマ）

 

【担当課（関係課）】
大臣官房文教施設企画部 施
設企画課
（同部施設助成課、初等中等
教育局幼児教育課、国立教育
政策研究所）

達成手段

達成手段
（事業・税制措置・諸会議等）

２３年度
補正後
予算額
（千円）

２４年度
補正後予
算額
（千円）

２５年度当初
予算額
（千円）

行政事業
レビュー
シート
番号

関連する
指標

担当課

文教施設に関する整備
指針等の策定

24,461 18,188 26,788 ００９８ 3－①
施設企画
課

文教施設の防災対策の
強化・推進

15,965 23,670 221,973 ００９９ 3－①
施設企画
課

文教施設の環境対策の
推進

29,067 34,404 29,598 ０１００ 3－①
施設企画
課

公立学校施設整備費
〈80,468,
000〉の

内数

〈199,524,
527〉の内

数

〈60,330,000〉
の内数

０１０１
1-①～③
2－①

施設助成
課

公立学校施設整備費（復
興関連事業）

〈196,71
1,000〉
の内数

〈186,413,
470〉の内

数
（復興特会
（文科省））

〈66,745,000〉
の内数

（復興特会(文
科省））

０１０２
1-①～③
2－①

施設助成
課

公立学校施設災害復旧
費

〈502,30
0〉

〈851,913
〉

327,200
０１０３

安全・安
心で豊か
な学校施
設の整備
推進

施設企画
課

公立学校施設災害復旧
費（復興関連事業）

61,781 - -
０１０５

安全・安
心で豊か
な学校施
設の整備
推進

施設企画
課

公立学校施設災害復旧
費（復興関連事業）

61,781

14,711,21
2

（復興庁
計上）

21,233,423
（復興庁計上）

０２６

安全・安
心で豊か
な学校施
設の整備
推進

復興庁

災害によって被害を受けた公立学校施設の復旧に要する経費について、その一部を補助すること
により、学校教育の円滑な実施を確保することを目的とする。

災害によって被害を受けた公立学校施設の復旧に要する経費について、その一部を補助すること
により、学校教育の円滑な実施を確保することを目的とする。

学校施設は、教育の基本的な条件の一つであり、学校教育を進める上での必要な施設機能を確
保することは重要である。また、学校施設は、災害時には地域住民の応急避難場所としての役割
を果たすことから、安全性、防災機能の確保が重要である。このため、学校施設を計画・設計する
際の留意事項を示した学校施設に関する整備指針等を策定し、その普及に努めることで、よりよい
教育環境づくりを推進する。

学校施設の安全を確保するため、屋内運動場等の天井等について、落下防止対策等を加速化す
るための実証的研究を実施するとともに、応急避難場所として防災機能の強化を推進する。

低炭素社会の実現に向けて、すべての学校で、環境への負荷の低減を図り、その整備された施設
を環境教育や省エネルギー活動に活用できるエコスクールづくりを目指し、学校施設の環境対策
を推進する。

国が果たすべき責務である義務教育をはじめとする教育の機会均等と水準の維持向上を図る観
点から、「義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律」等に基づき、公立学校施設の
耐震化等に要する経費の一部を国が補助することにより、学校教育の円滑な実施を確保する。

子どもの生命・身体の安全を確保する耐震化事業のうち、特に緊要性の高い事業及び非構造部
材の耐震化事業を実施する。

災害によって被害を受けた公立学校施設の復旧に要する経費について、その一部を補助すること
により、学校教育の円滑な実施を確保することを目的とする。

【施策の概要】
　幼児児童生徒が安心し
て学習でき、教育内容・
方法の多様化や社会の
ニーズに対応した学校施
設・設備の整備を推進す
る。

３　質の高い学校施設の実現
【活動指標（アウトプット）】
①　学校施設に関するセミナー・シンポジウム等の開催数（回）
（24年度実績：２回：目標：１回以上）

達成手段の概要

７　安全・安心で豊
かな学校施設の整
備推進

１　公立学校施設を耐震化する

【成果指標（アウトカム）】
①　公立小中学校施設の耐震化率
（24年度実績：84.8％/目標：27年度末までに１００％とする）
②　公立特別支援学校施設の耐震化率
（24年度実績：92.9％/目標：27年度末までに１００％とする）
③　公立幼稚園施設における耐震化率
（24年度実績：75.1％/目標：27年度末までに１００％とする）

２　公立学校施設の非構造部材の耐震対策を
行う

【成果指標（アウトカム）】
①　公立小中学校施設における屋内運動場等の天井等の耐震落下防止対策の実施率
（24年度実績：○％/目標：27年度末までに１００％とする）

施策目標に関する中長期的な達成目標と指標（平成２５年度に実施する施策）

政策目標２　確かな学力の向上、豊な心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり

達成目標 主な成果指標（アウトカム）／活動指標（アウトプット）



文教施設研究センター 18,957 18,490 16,096
０１０４

3－①
国立教育
政策研究
所

学校施設の防災機能の強化、多様な学習活動への対応、省エネルギーや二酸化炭素排出量の
削減等、学校施設が直面する今日的な課題に対して､その諸施策の企画・立案に資するため、適
切な実態把握とこれに基づく具体的な解決策等の検討など専門的・技術的な観点に立った調査研
究を行い､その成果を広く内外に普及･広報する｡
※予算上は「国立教育政策研究所」となっているが、行政事業レビューでは「文教施設研究セン
ター」を単位としてシートを作成しているため本欄は文教施設研究センターについて概要を記載し
た。


